
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第７章 資料編 



 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７章 資料編 

 

77 

 

庁内 

体制 

市民参画 

 

  

 

地域別説明会 

 
経営会議 

諮問 答申 

 
市 長 

提案 

報告 
意見 

指示 
提案 

報告 

調整 

市 議 会 
（議員協議会） 

公共施設等あり方検討委員会（付属機関） 

意見 

 
担当部室課 

企画・実施 

 
（事務局） 

公共施設 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室 

調整 

企画

調整 

 
パブリック 

コメント 

意見 

 

市民意識調査 

意見 

 公共施設等 

総合管理計画 

策定ＰＴ 

（室長級） 

第７章 資料編 

7-1 川⻄市公共施設等総合管理計画策定経過 

(1) 策定体制図 
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(2) 策定経過 

年度 時期 内容 

平成27年度 ６月 

 

 

７月 

 

８月 

 

１月 

 

２月 

 

公共施設等総合管理計画策定プロジェクトチームの設置 

公共施設等あり方検討委員会の設置 

 

公共施設等あり方検討委員会へ諮問 

 

市民意識調査の実施 

 

公共施設等あり方検討委員会から答申 

 

計画案の検討開始 

 

平成28年度 ４月～ 

５月 

 

７月 

 

 

８月 

 

10月 

 

11月 

 

庁内説明会の開催 

地域別説明会の開催（おおむね小学校区ごとに14地域） 

 

計画案の策定 

議員協議会の開催 

 

パブリックコメントの実施 

 

議員協議会の開催 

 

公共施設等総合管理計画の確定・スタート 
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7-2 庁内体制 

(1) 川西市公共施設等総合管理計画策定プロジェクトチーム 

川西市公共施設等総合管理計画策定プロジェクトチームの設置等に関する規程 

平成27年６月30日 

川西市訓令第17号 

改正 平成28年３月31日訓令第９号 

 

 （設置及び目的） 

第１条 川西市公共施設等総合管理計画（以下「公共施設等総合管理計画」という。）を策定

するに当たり、川西市プロジェクトチームの設置等に関する規則（昭和56年川西市規則第34

号。以下「規則」という。）第１条の規定により、川西市公共施設等総合管理計画策定プロ

ジェクトチーム（以下「プロジェクトチーム」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 プロジェクトチームは、公共施設等総合管理計画に関する調査、研究及び調整を行う

ものとする。 

（構成） 

第３条 プロジェクトチームは、別表に定める者をもって構成する。 

２ プロジェクトチームのリーダーは都市政策部長をもって充て、サブリーダーは都市政策部

公共施設マネジメント室長をもって充てる。 

３ リーダーは、必要に応じてプロジェクトチームに部会等を置くことができる。 

 （運営） 

第４条 リーダーは、会議を招集し、会務を総理する。 

２ サブリーダーは、リーダーを補佐し、リーダーに事故があるときは、その職務を代理する。 

 （協力） 

第５条 リーダーは、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、別表に定める

者以外の者に対し、会議への出席、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

（設置期間） 

第６条 プロジェクトチームの設置期間は、この訓令の施行の日からその設置目的が達成され

たと市長が認めるときまでとする。 

（事務局） 

第７条 プロジェクトチームの事務局は、公共施設マネジメント室に置く。 

 （補則） 

第８条 規則及びこの規程に定めるもののほか、プロジェクトチームの運営に関し必要な事項

は、リーダーが別に定める。 

 

   付 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

   付 則（平成28年３月31日訓令第９号） 

この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 
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別表（第３条、第５条関係） 

都市政策部長 

都市政策部公共施設マネジメント室長 

総合政策部行政経営室長 

総務部総務室長 

市民生活部生活活性室長 

健康福祉部福祉推進室長 

都市政策部都市政策室長 

みどり土木部道路公園室長 

美化環境部美化環境室長 

こども未来部総務調整室長 

こども未来部こども家庭室長 

教育推進部まなび支援室長 

上下水道局経営企画室長 

市立川西病院経営企画部経営企画室長 

消防本部次長 
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7-3 川⻄市公共施設等あり方検討委員会 

(1) 川西市公共施設等あり方検討委員会規則 

川西市公共施設等あり方検討委員会規則 

平成27年６月30日 

川西市規則第34号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、川西市付属機関に関する条例（昭和52年川西市条例第３号）第３条の規

定に基づき、川西市公共施設等あり方検討委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運

営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、川西市公共施設等総合管理計画策定に関する重要事項

について調査審議する。 

（委員） 

第３条 委員会は、委員10人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市民 

(3) 事業者 

(4) 前各号に掲げる者のほか、特に市長が必要と認める者 

３ 委員は、職務を遂行したと市長が認めるとき、又は前項各号に掲げる要件を欠くに至った

ときは、解職されるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことはできない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

４ 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、委員以外の者を会議

に出席させ、その意見又は説明を求めることができる。 

（専門部会） 

第６条 委員会は、専門的な事項の調査検討のため必要があるときは、専門部会を置くことが

できる。 

２ 専門部会に属する委員は、委員長が指名する。 

３ 専門部会は、委員会の要請に応じ、専門的な事項の調査検討を行い、その結果を委員会に

報告する。 
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（庶務) 

第７条 委員会及び専門部会の庶務は、公共施設マネジメント室において処理する。 

（補則) 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の議事その他運営に必要な事項は、委員会が定

める。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （招集の特例） 

２ この規則の施行の日以後、最初に開かれる委員会は、第５条第１項の規定にかかわらず、

市長が招集する。 
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(2) 川西市公共施設等あり方検討委員会委員名簿 

【敬称略、50音順】 
氏 名 職 業 等 選出区分 備 考 

１ 後藤 正順 
川西市コミュニティ協議会連合会理事 

緑台・陽明コミュニティ協議会会長 
市民  

２ 小西 砂千夫 関西学院大学人間福祉学部教授 学識経験者 委員長 

３ 水野 優子 武庫川女子大学生活環境学部講師 学識経験者  

４ 森  裕之 立命館大学政策科学部教授 学識経験者 副委員長 

５ 安枝 英俊 兵庫県立大学環境人間学部准教授 学識経験者  

６ 米田 大造 
株式会社池田泉州銀行リレーション推進部 

地域創生室主任調査役 
事業者  

 
 
(3) 川西市公共施設等あり方検討委員会審議経過 

回 開催年月日 主な審議内容 

１回 
平成27年７月28日（火） 

10時～市役所４階庁議室 

○諮問 

○市民意識調査票（案） 

２回 
平成27年９月28日（月） 

18時～市役所４階庁議室 

○市民意識調査結果（概要版） 

○公共施設等の現状と更新費用等に係る試算等(暫定版) 

３回 
平成27年10月28日（水） 

17時～市役所４階庁議室 

○市民意識調査結果（修正版） 

○公共施設等の更新費用等に係る試算等（修正版） 

４回 
平成27年11月24日（火） 

19時～市役所４階庁議室 

○課題と方向性の整理（案） 

○基本方針（案） 

５回 
平成27年12月15日（火） 

19時～市役所４階庁議室 

○課題と方向性の整理（修正案） 

○基本方針（修正案） 

○答申（案） 

６回 
平成28年１月26日（火） 

17時～市役所４階庁議室 
○答申 
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(4) 諮問・答申 

平成２７年７月２８日 

 

 

川西市公共施設等あり方検討委員会 

  委員長 小西 砂千夫 様 

 

 

川西市長 大塩 民生 

 

 

川西市における今後の公共施設等のあり方について（諮問） 

 

 

 

川西市公共施設等総合管理計画の策定にあたり、川西市公共施設等あり方検討 

委員会規則第２条の規定に基づき、貴委員会の意見を求めます。 

平成２８年１月２６日 

 

 

川西市長 大塩 民生 様 

 

 

川西市公共施設等あり方検討委員会 

委員長 小西 砂千夫 

 

 

川西市における今後の公共施設等のあり方について（答申） 

 

 

 川西市公共施設等あり方検討委員会規則第２条の規定に基づき、平成27年７月28日付で諮

問のありました川西市における今後の公共施設等のあり方について、本委員会として慎重に検

討を重ねた結果、別添報告書のとおり答申いたします。 
 

（川西市における今後の公共施設等のあり方に関する検討報告書は省略） 

  

諮問 

答申 
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7-4 市⺠参画 

(1) 市民意識調査 

①目 的：建設から年数が経過し老朽化が進みつつある市内の公共施設について、今後の 

維持管理や更新等のあり方を検討するための調査。 

②調査期間：平成27年８月12日（水）～８月24日（月） 

③調査対象：市内に住む16歳以上の市民3,000人 

④回収結果：44.6％ 

 

(2) 地域別説明会 

①目 的：川西市公共施設等総合管理計画の概要説明と、今後における公共施設等の方向性の共

有化を目的に、おおむね小学校区を単位として14地域で開催。 

②対 象：市内在住・在勤・在学・在活動者など 

③開 催 日：平成28年４月～平成28年５月の期間中に計14回開催（14地域×１回） 

④開催場所：各地域の自治会館やコミュニティ会館、公民館等 

⑤参加者数：延べ85人 

 

(3) 意見提出手続（パブリックコメント）  

①目 的：市民等の行政活動への参画を促進するとともに、多様な意見・提案を計画へ反映する

ことを目的に、川西市参画と協働のまちづくり推進条例第9条に基づき実施。 

②対 象：市民等（利害関係者を含む） 

③募集期間：平成28年８月１日（月）～平成28年８月30日（火） 

④応募方法：郵送、ファックス、電子メール、市ホームページの応募フォームのいずれかで提出 

⑤応募者数：５人／21件 
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7-5 公共施設等マネジメントに関する取組方策の事例 

(1) 取組方策の事例一覧 

取組方策 他自治体での事例等 

① 統合・複合化 
小学校と公民館の複合施設 

（静岡県焼津市） 

② ダウンサイジング 

（集約化・小規模化） 

県営住宅の集約化 

（徳島県） 

③ 多機能化 
新川防災公園・多機能複合施設 

（東京都三鷹市） 

④ 広域化 
複数県にまたがる一帯の生活圏域での公共施設相互利用 

（島根県松江市・安来市、鳥取県境港市・米子市等） 

⑤ 市民・地域等への移管 
コミュニティセンターの地域移管 

（大阪府豊中市） 

⑥ 民間移管・活用、PPP/PFI 
提案型公共サービス民営化制度 

（千葉県我孫子市） 

⑦ 転活用 

（転用等による有効利用） 

歴史文化財を活用したくつろぎ空間 

（青森県弘前市） 

⑧ 長寿命化・長期使用 
学校施設の長期使用に向けた取組 

（大阪府堺市） 

⑨ 維持管理の効率化 
公共インフラの不具合に関する共有システム 

（千葉県千葉市） 

⑩ 住民参画 
モデル事業としての市民ワークショップ 

（島根県松江市） 
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(2) 取組方策の事例紹介 

① 統合・複合化 

■小学校と公民館の複合施設 (静岡県焼津市) 

 ・老朽化した小学校と公民館の複合化による建替え。 

 

（出典：焼津市ウェブサイト） 

 

② ダウンサイジング（集約化・小規模化） 

■県営住宅の集約化（徳島県） 

 ・老朽化が進み、耐震性にも課題を抱えた複数の団地（12団地）を3団地に集約化する事業をＰＦＩ方式により実施。 

 ・居住世帯の小規模化（世帯人員の減少）に対応した形で、住戸規模(間取り)の比率を再編。集約団地内の余剰地にはサ

ービス付き高齢者向け住宅などを誘致。 

 

（出典：国土交通省ウェブサイト） 
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③ 多機能化 

■新川防災公園・多機能複合施設(東京都三鷹市) 

・災害時における機能転換を想定した多機能・複合施設。 

 

 

（出典：三鷹市ウェブサイト） 

 

④ 広域化 

■複数県にまたがる一帯の生活圏域での公共施設相互利用（島根県松江市・安来市、鳥取県境港市・米子市等） 

 ・鳥取、島根両県にまたがる都市圏において広域連携組織（中海市長会）を設立し、共同での地域振興や圏域内の施設

相互利用などを実施。 

 

（出典：松江市ウェブサイト） 
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⑤ 市民・地域等への移管 

■地域住民の自主運営による交流施設（大阪府豊中市） 

・ニュータウン近隣センターの一角において地域住民の交流拠点を地域住民が運営。 

 

（出典：ひがしまち街角広場ウェブサイト） 

 

⑥ 民間移管・活用、PPP/PFI 

■提案型公共サービス民営化制度(千葉県我孫子市) 

 ・民間からの提案による新たな公共サービスを募り、提案に基づき委託・民営化。 

 

（出典：我孫子市ウェブサイト） 
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⑦ 転活用（転用等による有効利用） 

■歴史文化財を活用したくつろぎ空間(青森県弘前市) 

・国登録有形文化財『旧第八師団長官舎』の内装をカフェ（スターバックス）にリニューアルし、「使う（くつろぐ）」施設として

活用。 

 

（出典：弘前市ウェブサイト） 

 

⑧ 長寿命化・長期使用 

■学校施設の長期使用に向けた取組(大阪府堺市) 

 ・校舎のリニューアルに向け、構造体の物理的調査などにより、健全度を確認。 

（出典：文部科学省ウェブサイト） 
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⑨ 維持管理の効率化 

■公共インフラの不具合に関する共有システム(千葉県千葉市) 

・市内で発生している公共インフラの不具合（地域の課題）を市民がレポートする仕組み。 

 

（出典：千葉市ウェブサイト） 

 

⑩ 住民参画 

■モデル事業としての市民ワークショップ（島根県松江市） 

 ・施設白書、基本方針の策定後にモデル事業として地域でのワークショップを実施。 

 

（出典：松江市ウェブサイト） 

 


